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1. 序論：生成AI時代の暗部「シャドーAI」の台頭とパラダイム
の転換 
第四次産業革命の核心的技術として生成AI（人工知能）が企業活動のあらゆる側面に浸透する中、
組織のITガバナンスを根底から揺るがす新たな脅威が顕在化している。それが、IT部門の承認や管
理の目が届かないところで従業員が独断で生成AIツールを業務利用する「シャドーAI（野良AI）」であ
る。デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進と業務効率化の至上命題が現場に課される中、自
然言語で高度な処理を実行できる生成AIは従業員にとって極めて魅力的なツールとなっている。し
かし、その利便性の裏側には、情報漏洩、著作権侵害、法令違反といった企業存続を直接的に脅か

す深刻なリスクが潜んでいることが、最新の調査や相次ぐインシデントによって明らかになってきて

いる 1。 
過去のエンタープライズIT環境において問題視されてきた「シャドーIT」（未承認のクラウドストレージ
やチャットツールの利用など）とシャドーAIは、根本的に異なる性質を持っている。従来のシャドーIT
が主にデータの保管場所や通信経路におけるコントロールの喪失であったのに対し、シャドーAIは
データの処理と「学習」という不可逆的なプロセスを伴う点に最大の特徴がある 1。従業員が業務効
率化の目的で何気なく入力した機密情報や個人情報が、AIサービス提供者のサーバーに一方向的
に送信され、さらにそれがAIモデルの学習データとして取り込まれることで、意図せず全世界の第三
者に出力されてしまうという特有の流出メカニズムを有しているのである 1。一度巨大なニューラル
ネットワークのパラメータとして吸収されたデータを完全に消去することは極めて困難であり、この不

可逆性こそがシャドーAIを過去のいかなるITリスクよりも厄介なものにしている。 
また、シャドーAIの利用形態も複雑化と巧妙化の道を辿っている。社内支給の端末からブラウザ経
由で未承認のAIサービスにアクセスするケースに加え、私用のスマートフォンやタブレットから個人
のAIアカウントを用いて業務データを処理するケースも急増している 3。特に後者の私用端末での利
用は、企業側が構築した強固なネットワーク監視網を完全にすり抜けるため、インシデント発生時の

トラフィック追跡や被害範囲の特定が事実上不可能になるという致命的な脆弱性を内包している 3。 
本レポートは、最新の市場調査データ、具体的なインシデント事例、および関連法規の動向を網羅

的に分析し、シャドーAIがもたらす危機の全貌を解き明かす。さらに、この不可視の脅威に対抗する
ための次世代型の技術的制御策から、組織的統制に至るまで、企業が直ちに講じるべき包括的か

つ実践的な対応策を提示する。単なる「全面禁止」という思考停止を脱却し、リスクを統制しながらAI
の果実を安全に享受する「責任あるAI活用」へのパラダイムシフトの道筋を明らかにする。 

2. シャドーAI蔓延の実態と組織的盲点 



生成AIの業務利用に関する各種調査データを紐解くと、企業の経営層やIT部門が抱く「自社のIT環
境は統制下にある」という幻想と、現場における無秩序な利用実態との間に、憂慮すべき巨大な乖

離が存在することが浮き彫りになる。 
2.1. 表面化する管理不全：データが示す「7割の死角」 
ガートナージャパンが2026年6月に発表した国内企業のシャドーAI対応に関する大規模調査の結果
は、多くの企業が生成AIの爆発的な普及スピードに対して、実効性のある管理体制の構築が全く追
いついていない現実を如実に示している 4。 
この調査データによると、IT部門が公式に選定していない生成AIツール（すなわちシャドーAIの温床
となり得るツール）のユーザー部門による利用について、「自由に認めている」と回答した企業が8%
、「審査の上で認めている」とした企業が67%に達している 4。両者を合わせると、実に75%の企業が
何らかの形で現場主導の生成AI利用を容認していることになる。これは、AI活用による生産性向上
という果実を競合他社に先んじて獲得しようとする企業の切実な姿勢の表れであると解釈できる。 
しかし、その利用実態の管理という側面に目を向けると事態は極めて深刻である。自社内における

シャドーAIの利用状況について「実態を把握できていない」と回答した企業が43%、「把握しているが
有効な対策を取れていない」企業が30%に上り、合計73%もの企業が十分な管理体制を構築できて
いない「管理不全」の状態にあることが判明したのである 4。逆に、利用の実態を把握した上で、有効
な対策を講じることができていると回答した企業はわずか24%にとどまっている 5。 
 



 
 
2.2. 現場の危機意識の欠如とガイドラインの相関性 
企業のシステム的な管理不全に加え、現場レベルでの危機意識の低さも問題を複雑化させている。

株式会社エルテスが2026年1月に実施した実態調査によれば、生成AIを業務等で利用している回答
者のうち、約5人に1人（約20%）が、自らがシャドーAIの利用者（すなわち会社に未承認の環境で業
務利用している状態）であると推認される結果が報告されている 2。 
この調査から導き出される重要な洞察は、組織のルール整備状況と従業員の危機意識との間に明

確な相関関係が存在するという点である。社内に生成AIの利用に関する規程やガイドラインが明文
化され、適切に策定されている環境で働く従業員ほど、シャドーAIがもたらす情報漏洩等の危機に対
する意識が高く保たれていることが確認されている 7。逆の視点から見れば、ガイドラインが存在しな
い、あるいは策定されていても形骸化している組織においては、従業員は「何が危険な行為なのか」

を認識することすら困難である。結果として、悪意のない従業員が純粋な業務効率化の延長線上

で、極めて機密性の高い情報を未承認のAIに投入してしまうという、構造的なリスク要因が放置され
ているのである 1。 



2.3. 「全面禁止」という悪手と潜在化の罠 
管理不全に陥った企業や、セキュリティリスクに過敏になった経営層が陥りがちな短絡的な対策が、

「社内における生成AI利用の全面禁止」という強硬策である。しかし、多くのセキュリティ専門家や業
界アナリストは、一様にこのアプローチの危険性を強く警告している 1。 
全面禁止の方針は、一時的に経営陣に「対策を講じた」という安心感を与えるかもしれないが、現場

が抱える根本的な課題、すなわち深刻な人手不足や生産性向上へのプレッシャーを解決するもので

は決してない 1。この抑圧的な方針がもたらす結果は、火を見るより明らかである。従業員は会社の
監視網である社内ネットワークやプロキシを意図的に回避し、個人のスマートフォン、タブレット、ある

いは自宅のパーソナルコンピュータといった「私用端末」から生成AIサービスにアクセスし、業務デー
タを密かに入力するようになる 3。 
サイバーセキュリティーを専門とするGMO Flatt Securityの分析によれば、私用端末を用いたシャ
ドーAIの利用は、社有端末を利用する場合と比較して圧倒的にリスクレベルが高いとされている 3。
その理由は明白であり、私用端末からの通信は会社側でログを取得することができず、いつ、誰が、

どのような機密情報を漏洩させたのかという事後調査（デジタルフォレンジック）が完全に不可能にな

るためである 1。つまり、理解を伴わない一律の禁止策は、シャドーAIを根絶するどころか、より深刻
な「潜在化（アンダーグラウンド化）」を招き、企業がコントロール不可能な領域でリスクをかえって増

大させるというパラドックスを生み出すのである 3。 

3. 放置がもたらす「多重危機」：シャドーAIの主要リスク構造 
シャドーAIの放置は、単なるIT部門の管理能力の欠如という次元を超え、企業に三重、四重の危機
をもたらす致命的な経営課題である 3。企業が直面する具体的なリスクは多岐にわたるが、それらは
相互に関連し合いながら影響を拡大させていく。ここでは、シャドーAIが引き起こす主要なリスク群に
ついて、そのメカニズムと実際のインシデント事例を交えて詳解する。 
以下の表は、シャドーAIがもたらす主要なリスクと、それらが企業経営に与える影響度を構造化した
ものである。 

リスク分類 主要な脅威メカニズ

ム 
企業への影響・結果 影響レベル 

機密情報・個人情報

の漏洩 
無料版AIへのデータ
入力によるモデル学

習。他者への意図せ

ぬ出力。拡張機能に

よるバックグラウンド

収集。 

競争優位性の喪失、

顧客からの損害賠

償請求、社会的信用

の失墜。 

極めて高い 

ハルシネーションに

よる業務毀損 
AIの事実誤認（もっと
もらしい嘘）をそのま

ま業務に適用。レ

ビュー体制の欠如。 

契約書・法務文書の

誤記による法的トラ

ブル、誤情報に基づ

く経営判断ミス。 

高い 



著作権・知的財産権

の侵害 
既存の著作物をプロ

ンプトに入力（依拠

性）。類似した成果

物の外部公開。 

権利者からの損害

賠償・差止請求。自

社独自ノウハウの学

習を通じた外部流

出。 

高い 

法令違反とコンプラ

イアンス違反 
本人同意のない個

人データのAIへの投
入。秘密保持契約（

NDA）に反するデー
タ利用。 

個人情報保護法違

反、NDA違反による
違約金、役員の善管

注意義務違反。 

極めて高い 

サイバーセキュリティ

の脆弱性増大 
悪意のある偽AIサイ
トへのアクセス。脆

弱なAIプラグインの
無断インストール。 

マルウェア感染、社

内ネットワークへの

不正アクセス経路の

構築。 

中〜高い 

3.1. リスク1：機密情報・個人情報の漏洩と「学習」の不可逆性 
シャドーAIにおいて最も発生確率が高く、かつ被害が甚大になりやすいのが情報漏洩リスクである 1

。このリスクの根源は、従業員が利用する生成AIツールの「サービスプランと利用規約」に対する絶
望的なまでの無理解にある 1。 
市場に普及している一般的な無料AIサービス（例えばChatGPTのFree版など）は、原則としてユー
ザーが入力したプロンプトやアップロードしたデータを、将来のAIモデルの精度向上のための「学習
データ」として収集・利用する規約となっている場合が多い 1。従業員が会議の議事録の要約、契約
書の法的チェック、あるいはソフトウェアコードのデバッグなどの目的で、顧客の個人情報、未公開の

財務データ、独自技術のソースコードを入力した場合、そのデータはAIの巨大なニューラルネット
ワークの重みとして記憶されてしまう 1。そして、全く関係のない別の第三者が適切なプロンプトを入
力した際、自社の機密情報が回答の一部として出力され、漏洩してしまう危険性が常に存在する 1。
一度AIモデルに学習されてしまったデータは、従来のリレーショナルデータベースのレコードを削除
するようには簡単に取り除くことができないという技術的な困難さがある 1。 
このリスクが世界規模で顕在化したのが、2023年3月に発生した韓国大手半導体メーカー、サムス
ン電子における機密漏洩事件である 1。同社のエンジニアが、純粋に「業務効率化のため」という善
意から、半導体製造の歩留まり最適化に関する機密ソースコードや、設備測定データベースの内

容、さらには社内の重要会議の議事録をChatGPTに直接入力してしまった 10。結果として、企業の

根幹をなす機密情報がAI提供事業者側のサーバーに送信され、学習データとして取り込まれるとい
う極めて深刻な事態を招いた。 また、国内においても、大手電機メーカーが一部部門でAI利用を許
可した際、わずか20日間で3件もの機密漏洩が発生した事例が報告されている 8。中堅製造業にお
いては、営業担当者が残業時間削減のために、取引先の企業名、担当者名、毎月の取引額、納品

している部品名とその単価までが詳細に記載された取引先リストを、未承認の海外製AIツールに



アップロードしてしまったというインシデント（啓発のための架空事例）も、現場のリアルなリスクとして

共有されている 1。 
さらに警戒すべきは、ユーザーが直接テキストを打ち込まずとも、ブラウザの拡張機能として動作す

るタイプのAIツールが、バックグラウンドでユーザーの画面閲覧内容やコピー＆ペーストの履歴を密
かに収集し、外部サーバーに送信してしまうという「見えない流出経路」が存在することである 1。 
3.2. リスク2：ハルシネーションによる業務品質の毀損と致命的判断ミス 
第二の重大なリスクは、生成AIの現在の技術的限界である「ハルシネーション（幻覚）」に起因する業
務品質の著しい低下である 1。ハルシネーションとは、AIが存在しない事実、架空の数字や法律、無
関係な引用元を、極めて流暢かつ自信満々に生成する現象を指す 1。最新の大規模言語モデル（
LLM）であっても、この現象を構造的に完全に排除することは現状では不可能である 1。 
シャドーAI環境下では、AIが出力した情報を人間がダブルチェックする社内の標準プロセスが確立さ
れていないため、従業員がAIの回答を盲信し、そのまま業務プロセスに適用してしまう傾向が強い。
例えば、法務・契約領域において、AIが作成した契約書のドラフトに、実在しない法令条文や架空の
判例が組み込まれたまま取引先に送付されれば、企業は想定外の法的トラブルに巻き込まれること

になる 1。また、金融や医療といった専門性の高い領域において、顧客への投資説明資料や患者へ
の案内文に誤った数字や事実誤認が含まれたまま発信されれば、致命的な判断ミスを誘発し、人命

や莫大な資産を危険に晒す結果となる 1。一度このような形で失われた企業の信頼を回復するに
は、膨大な時間と損害賠償等のコストが必要となる 1。 
3.3. リスク3：著作権・知的財産権の侵害リスクと「依拠性」の罠 
生成AIと著作権の法的関係は現在も世界中で活発な議論の的となっているが、シャドーAIの無秩序
な利用は、企業を予期せぬ著作権侵害の加害者にする危険性を孕んでいる 2。 
文化庁が2024年に公開した「AIと著作権に関する考え方」および関連ガイダンスによれば、日本国
内においてAIの学習目的（情報解析等の非享受目的）で著作物を収集することは、原則として著作
権法第30条の4により権利者の許諾なく行うことができるとされている（ただし、有償データセットなど
例外あり） 12。しかし、極めて重要なのは、AIの「生成・利用段階」における著作権侵害の判断基準
は、人間が手作業で創作した場合と全く同じであり、「類似性」と「依拠性」の二つの要件によって厳

格に判断されるという点である 13。 
シャドーAI環境における最大のリスクは、この「依拠性（対象物を認識して模倣したかどうか）」の立
証に関するものである。従業員が、生成AIに対するプロンプト（指示文）として既存の他者の著作物
そのものを入力した場合や、既存の著作物のタイトル、特定のキャラクター名、固有名詞などを入力

して出力結果を生成させた場合、その従業員（および使用者である企業）が「既存の著作物を認識し

ていた」と強く推認される間接事実となり、依拠性が極めて認められやすくなる 13。 意図せずとも、出
力された文章、画像、コードが他者の著作物と類似しており、かつ依拠性が認められた場合、著作権

者から損害賠償請求や、著作権法112条に基づく差止請求、さらには名誉回復措置等の重い法的制
裁を受けるリスクがある 2。読売新聞グループによるPerplexity AIへの著作権侵害に関する対応など
は、この領域における権利者の監視の目が厳しくなっていることを示している 11。 
また、これとは逆のベクトルとして、自社の知的財産の喪失というリスクも存在する。社内の独自のノ

ウハウや未公開のアイデア、特許出願前の技術情報などをシャドーAIに入力してしまった場合、そ
れが学習データを通じて他者に間接的に共有され、自社の競争優位性や知的財産権そのものが根

本から毀損する事態も想定される 9。 



3.4. リスク4：法令違反とコンプライアンス体制の崩壊 
シャドーAIの放置は、企業が当然に遵守すべき国内外の各種法令や内部規程に対する明白な違反
を引き起こす土壌となる 1。情報管理に関する法規制が世界的に複雑化・厳格化する中、このような
無管理状態は企業のコンプライアンス体制を根底から揺るがす事態となる 1。 
具体的には、顧客の氏名、住所、電話番号などの個人情報を、本人の明示的な同意を得ることなく、

学習機能が有効な未承認のAIサービスに入力する行為は、個人情報保護法における個人データの
「第三者提供」の制限に抵触する可能性が極めて高い 1。また、取引先から預かった機密情報をプロ
ンプトに入力すれば、当然ながら秘密保持契約（NDA）違反となり、巨額の損害賠償請求や取引停
止の対象となる 1。 さらに視野を広げれば、2026年現在、EUのAI包括規制法（AI Act）が本格的な適
用フェーズに入っている。グローバルにビジネスを展開する企業が、ガバナンスの効かないAI利用を
放置すれば、国際的な枠組みでの制裁金の対象となるリスクも顕在化している 1。IT部門や経営層
が社内におけるシャドーAIの実態を「知りながら長期間放置していた」と法的にみなされた場合、企
業の管理責任や役員としての善管注意義務違反が厳しく問われることになるのは避けられない 1。 

4. シャドーAIを可視化・制御する次世代の技術的防御壁 
従業員の善意やリテラシー向上にのみ依存した性善説に基づく対策、あるいは単なる「機密情報の

入力禁止」というルールの通達だけでは、巧妙化するシャドーAIを防ぐことは不可能である 1。ルール
が十分に理解されていなかったり、何が機密情報かの定義が曖昧であったりすれば容易に突破され

るため、「機密情報を社外の未承認AIに持ち出せない」「持ち出そうとすれば必ずシステムで検知・ブ
ロックされる」という強固な技術的防御壁（Technical Safeguards）の構築が不可欠となる 1。 
4.1. CASB/SWGによる可視化（ディスカバリーフェーズ） 
技術的対策の第一歩は、「見えない利用」を可視化することである 8。この目的において、既存のネッ
トワークセキュリティ基盤であるCASB（Cloud Access Security Broker）やSWG（Secure Web 
Gateway）を効果的に活用することが推奨される 8。 
CASBが提供するシャドーIT発見機能を拡張し、従業員の端末からアクセスされている多様なAIサー
ビス（ChatGPT、Claude、Perplexity、各種特化型AI、AI翻訳ツールなど）の通信ログを自動的に検
出し、一覧化する 14。さらに、AIカテゴリ専用のアクセスフィルタを追加設定することで、どの部署の
誰が、どれくらいの頻度で、どのような未承認AIサービスにアクセスしているかの実態（トラフィック量
と利用傾向）を定量的に把握し、リスク評価の土台を構築する 8。 
4.2. 次世代DLP（Data Loss Prevention）による動的かつコンテキストベース
の防御 
単純な通信トラフィックの可視化だけでは、「どのようなデータが具体的に入力されたか」までは制御

できない。そこで、シャドーAI対策の切り札として現在最も注目を集めているのが、AIや機械学習を
活用した新世代のDLP（データ損失防止）ソリューション（例：FortiDLPなど）の導入である 1。 
旧世代のDLPソリューションは、クレジットカード番号やマイナンバーのような定型的な「パターンマッ
チング」に過度に依存していたため、自然言語の会話形式で入力されるAIへのプロンプトや、議事
録、提案書、設計図といった非構造化データの流出を防ぐことが技術的に困難であった 1。しかし、次
世代DLPは以下のような高度な機能を提供し、この課題を克服する。 
まず、クラウドネイティブなデータフロー監視を実現する。エンドポイント（PC端末）に軽量なエージェ



ントを導入し、ブラウザ上でのコピー＆ペーストの動作や、未承認SaaS（AIツール）へのファイルのド
ラッグ＆ドロップといった詳細なユーザー操作を可視化・監視する 1。 次に、機械学習を用いた高度
な機密情報判定を行う。AIを用いてドキュメントの文脈を深く理解し、単純な文字列パターンでは捕
捉できない「経営会議の議事録」や「未公開の財務シミュレーション」といった非構造化データであっ

ても、高い精度で機密情報として判定することが可能となる 1。 
さらに最も重要な機能として、コンテキスト（文脈）を加味した自動ブロックとリアルタイムのユーザー

教育がある。「誰が」「いつ」「どのような状況で」データを送信しようとしているかを総合的に評価し、

正当な業務プロセスであれば許可しつつ、機密情報を未承認AIにアップロードしようとする危険な行
為のみをピンポイントで即座に自動ブロックする 1。そして、単に操作を遮断するだけでなく、操作を
行った従業員の画面上に「このデータは機密性が高いため、未承認のAIへの入力は禁止されていま
す。法人用AIツールを利用してください」といった警告文（ポップアップ）をリアルタイムに表示する。こ
れにより、現場のセキュリティリテラシーをその場で実践的に向上させ、将来の違反行為に対する強

力な抑止効果を生み出すことができるのである 1。 
 

 
 

5. 組織的統制と分業型ガバナンス：シャドーAI対策の包括的
ロードマップ 



強固な技術的防御策は企業を守る盾として不可欠であるが、それ単体では従業員が抱く業務効率

化への強い渇望を満たすことはできない。シャドーAIのリスク管理は、情報システム部門が単独で抱
え込むべき技術的課題ではなく、法務、コンプライアンス、人事、経営企画といった複数部門を巻き

込んだ横断的かつ組織的な取り組み、すなわち高度なガバナンスの構築が必要不可欠である 1。 
企業は、禁止ベースの抑圧的な管理から脱却し、以下の段階的なステップを踏むことで、生成AIを
安全かつ戦略的に運用する体制を構築すべきである。 
以下の表は、企業が導入すべきシャドーAI対策の包括的ステップと、各段階における具体的な実行
項目をまとめたものである。 

実行フェーズ 対策の目的 具体的な実行アクション・導

入要件 

ステップ1：可視化と分類 未承認利用の現状把握とリ

スクのトリアージ 
CASBによるAIアクセスの検
出。データ機密度と規約（学

習有無）に基づくツール群の

高・中・低リスク分類。 

ステップ2：ルールの策定 行動規範の確立と法的リスク

の回避 
IPAガイドライン等の活用。機
密度・部署別の柔軟なルー

ル設計。入力禁止情報（著作

物等）の明文化と周知。 

ステップ3：代替手段の提供 安全な業務効率化環境の公

式提供 
学習機能が除外された法人

向けエンタープライズAIプラッ
トフォーム（ChatGPT 
Enterprise等）の全社または
部門導入。 

ステップ4：運用とガバナンス 継続的な統制とハルシネー

ション対策 
IT部門と現場の役割分担（三
層モデル）。生成物の人間に

よるレビュー（

Human-in-the-Loop）の業
務フロー化。定期監査。 

5.1. ステップ1：自社のAI利用実態の可視化と徹底したリスク分類 
いかなる効果的なルールの策定も、まずは「今、社内で実際に何が起きているか」という客観的な事

実の把握から出発しなければならない 8。前述のCASBやDLPを用いて洗い出した未承認のAIサービ
ス群に対して、無差別にアクセス遮断の網をかけるのではなく、リスクベースでの分類と評価を行う 8

。 
検出されたツールを、汎用の対話型AI、コーディング支援等の専門特化型AI、AI翻訳、議事録ツー



ルなどに機能分類する 8。その上で、各ツールに通常投入されるデータが、公開情報レベルか、社内
一般情報か、あるいは極秘の機密情報かを業務文脈から推定する 8。最終的に、ツールの利用規約
（入力データがAIの学習に利用されるか否か）と、取り扱われるデータの機密度を掛け合わせ、リス
クを「高・中・低」に分類する。例えば、入力データがデフォルトで学習に利用される無料のAIツール
は、一律で「高リスク」と判定し、技術的な利用制限の対象とするなどの基準を設ける 1。 
5.2. ステップ2：実効性のあるガイドラインの策定と柔軟な運用設計 
実態把握の次に行うべきは、社内ガイドラインの明文化と組織への浸透である。明確なガイドライン

が存在しない状態は、個々の従業員の属人的なリテラシーにリスク判断を丸投げしているに等しく、

極めて危険である 1。 
ガイドライン策定にあたっては、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が発行する「テキスト生成AI
の導入・運用ガイドライン」などの公的フレームワークを雛形として活用し、自社の事業形態や企業

文化に合わせたルールにカスタマイズすることが有効である 1。 ここで重要なのは、全社一律で画一
的な厳しいルールを適用することが必ずしも最適解ではないという点である。機密性の高い情報を

扱う財務・法務・開発部門と、比較的公開情報を扱う広報・マーケティング部門とでは、求められる管

理レベルが根本的に異なる。業務実態を無視した過度な制限は、現場の反発を招き、結果として

ルールの形骸化やシャドーAIの再発を引き起こす 9。そのため、部署や職種、取り扱うデータの機密
性に応じて、柔軟にルールを設計し使い分けることが肝要である 9。 
ガイドラインには、顧客情報、未公開財務データ、独自ソースコードなど「何を入力してはいけない

か」を具体的に定義し、明文化する 1。さらに、出力結果に関する著作権侵害（依拠性）リスクを回避
するため、プロンプトに他者の既存の著作物名や具体的な内容を入力しないこと、そして事後の監

査に備えて、生成物の生成過程（プロンプトの履歴）を確認可能な状態に保存しておくよう努めること

などを明確に規定する 13。 また、生成AIの技術進化と関連法規の整備スピードは極めて速いため、
一度定めたルールを固定化してはならない。CASB等のログ確認結果を踏まえ、IPAが発表する「情
報セキュリティ10大脅威」へのAI関連脅威のランクインなどの外部環境の変化を根拠として、ガイドラ
インは半期から1年に1回の頻度で定期的に見直し、機動的に改訂するプロセスを運用に組み込む
必要がある 2。 
5.3. ステップ3：安全な代替手段（法人向けAI環境）の公式導入 
「禁止」中心の抑圧的アプローチから「管理」への転換において、最も決定的な役割を果たすのが、

従業員が安全に業務効率化を図れる「公式な代替手段」を会社として提供することである 1。 
具体的には、入力されたプロンプトや業務データが、AIのモデル学習に決して使用されないことが利
用契約上明確に保証されている、企業向けのセキュアな生成AIサービスを導入する 1。 例えば、設
定を変更することで学習機能をオプトアウト（除外）したChatGPT Plusを利用環境として提供するか、
あるいは初期設定から学習が完全に除外されているエンタープライズ向けのソリューション（

ChatGPT Enterprise、Google WorkspaceのGeminiエンタープライズ版、あるいは複数AIモデルを
安全な環境下で利用できるStella AI for Bizなどの法人向けサービス）を公式に導入する 1。 これによ
り、シャドーAIが引き起こす情報漏洩の最大要因であった「学習を通じた一方向的なデータ流出（不
可逆なリスク）」の経路を根本から遮断し、企業としての全体的なリスクレベルを大幅に低減させるこ

とが可能となる 1。 
5.4. ステップ4：分業型ガバナンスとヒューマンインザループの業務フロー化 



ガートナーの分析が的確に指摘するように、急速に多様化する全社のAI利用を、リソースの限られ
たIT部門単独で完全に管理・統制するという構想は非現実的である 6。したがって、組織全体で責任
と権限を適切に分担する「分業型ガバナンス（多部門連携）」を確立する必要がある 4。 
このガバナンスは、以下のような三層モデルでの運用が推奨される。 第一層として、IT部門が全社
標準となるセキュアな基盤AI環境（インフラ）の選定・提供とセキュリティ統制を担う。第二層として、
各事業部門が、自部門の特有の業務プロセスに応じた特化型ツールの採用審査や、安全なプロン

プトの工夫といった運用ルールを自律的に管理する。そして第三層として、所定のセキュリティ教育

を修了し認定を受けたユーザーのみに、特定領域での高度な個別ツールの利用を許可するといった

階層的なアプローチである 6。 
さらに、システム的な統制だけでは防ぎきれない「ハルシネーション（もっともらしい嘘）」への運用上

の対抗策として、AIが生成したコンテンツ（契約書のドラフト、対外的な提案資料、ソフトウェアコード
等）を、そのまま外部に送信したり業務システムに適用したりすることを固く禁じるルールを徹底す

る。出力結果に対しては、必ず専門知識を持つ「人間の目によるファクトチェック（事実確認）と論理レ

ビュー」を経るプロセス（Human-in-the-Loop）を、企業の正式な業務フローとして組み込むことが不
可欠である 1。 
そして、これらすべての基盤となるのが従業員教育である。AIの基本メカニズム、ハルシネーション
の危険性、著作権に関する基礎知識、そして自社ガイドラインの具体的な遵守事項に関する教育プ

ログラムを、入社時だけでなく定期的に実施し、組織全体のAIリテラシーを継続的に底上げしていく
ことが求められる 1。 

6. 結論：全面禁止から「責任あるAI活用」へのパラダイムシフ
ト 
シャドーAI（野良AI）という問題の核心は、生成AIという強力かつ変革的なテクノロジーの急速な民主
化に対して、企業組織の適応力とガバナンス体制の構築が完全に遅れをとっている点にある。各種

調査データが冷徹に示す「7割以上の企業が有効な対策を講じられず、実態を放置している」という
現状は、日本企業が致命的な情報漏洩やコンプライアンス違反という時限爆弾を、自らの組織内に

抱え込んでいることを意味している 4。ひとたび、サムスン電子のような大規模な機密情報の流出
や、著作権侵害による訴訟沙汰が発生すれば、企業のレピュテーションや事業継続に与える損害は

計り知れない 2。 
しかしながら、この不可視の脅威に対する正しい処方箋は、「未知の技術への恐れからくる全面禁

止」ではない。理解を伴わない全面禁止は、従業員を私用端末でのアンダーグラウンドな利用へと

駆り立て、企業にとって最悪の事態である「セキュリティ監視の完全な盲点（ブラインドスポット）」を生

み出すだけである 3。 
企業に今求められているのは、シャドーAIの存在を組織の現実として直視し、抑圧的な管理から「責
任あるAI活用（Responsible AI）」へと、経営のパラダイムを根本的に転換することである 3。経営陣
は、次世代DLPの導入や安全なAI環境の整備といったAIガバナンスへの投資を、単なる「コストセン
ターとしてのセキュリティ支出」とみなすのではなく、将来の企業競争力を担保し、DXを推進するため
の不可欠な「戦略的インフラ投資」として明確に位置づける必要がある 8。 
CASBや次世代DLPといった先進的な監視・防御テクノロジーを駆使して現場の利用実態を正確に可
視化し、リスクベースで柔軟かつ実効性のあるガイドラインを策定すること 1。そして何より重要なの
は、情報が不本意に学習されない安全な法人向けAIプラットフォームを公式な業務ツールとして提供



し、従業員がルールの範囲内で存分に生産性を高められる環境を整備することである 1。 
これら「技術的な動的防御」「組織的なルールと教育」「安全な代替環境の提供」という三位一体の対

策を、IT部門とユーザー部門の連携のもとに継続的に運用していくこと。それこそが、シャドーAIがも
たらす多重危機を未然に回避し、生成AIという世紀のイノベーションの真のポテンシャルを、自社の
持続的な成長エンジンへと昇華させるための唯一にして現実的な戦略である。 
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